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共同生活援助（障害者グループホーム）における原子力

災害避難計画の策定について【ガイドライン】 
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Ⅰ ガイドラインの目的 

 

  このガイドラインは、「茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）」において、社会福祉施設の

管理者が、県及び関係市町村と連携し、東海第二発電所等において事故が発生し、これにより原子力

災害が発生した場合に備えて避難計画を作成するものとされていることを受け、施設における避難計

画の作成を支援することを目的としています。 

  原子力災害対策重点区域内に所在する障害福祉サービス事業所（以下、「事業所」という。）におい

ては、このガイドラインを参考とし、それぞれの施設の実情に応じた避難計画を作成するとともに、

原子力災害時においては、作成した避難計画をもとに、避難等を適切かつ円滑に行うものとします。 

なお、本ガイドラインは、県地域防災計画等の改定等、状況の変化があった場合は、必要に応じて

見直すこととしています。 

 

茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編） 

第２章 第９節 要配慮者への対応 １ 要配慮者に対する防災体制の整備（抜粋） 

 

（４）社会福祉施設の管理者は、県、所在・関係周辺市町村と連携し、原子力災害時における避難場

所、避難経路、誘導責任者、誘導方法、入所者等の移送に必要な資機材の確保、関係機関との連

携方策等についての避難計画を作成するものとする。特に、入所者等の避難誘導体制に配慮した

体制の整備を図るものとする。 

また、県は、社会福祉施設に対し、あらかじめ、県内や近隣都道府県における同種の施設やホ

テル等の民間施設等と施設利用者の受入れに関する災害協定を締結するよう指導に努め、併せ

て、その内容を県に登録するよう要請するとともに、社会福祉施設に対して災害時に派遣可能な

職員数の登録を要請することや、関係団体と災害時の職員派遣協力協定の締結等を行うことによ

り、介護職員等の派遣体制の整備に努めるものとする。 
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Ⅱ 原子力災害について 

 

 １ 原子力災害とは 

  

原子力災害は、原子力災害対策特別措置法（平成十一年法律第百五十六号）に以下のとおり定め

られています。 

原子力災害対策特別措置法（平成十一年法律第百五十六号）抜粋 

 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一 原子力災害 原子力緊急事態により国民の生命、身体又は財産に生ずる被害をいう。 

二 原子力緊急事態 原子力事業者の原子炉の運転等（原子力損害の賠償に関する法律（昭和三十

六年法律第百四十七号）第二条第一項に規定する原子炉の運転等をいう。以下同じ。）により放射

性物質又は放射線が異常な水準で当該原子力事業者の原子力事業所外（原子力事業所の外におけ

る放射性物質の運搬（以下「事業所外運搬」という。）の場合にあっては、当該運搬に使用する容

器外）へ放出された事態をいう。 

 

〇原子力災害の特徴 

原子力施設の事故により、放射性物質が放出され、原子力施設の周辺地域の住民や環境などに直

接または間接的に被害を与えることです。 

 地震や風水害、火災などの一般災害と異なり、原子力災害は、人間の五感では感じることができ

ない放射性物質や放射線に関して対策を講じる必要があります。 

なお、原子力災害時の住民または事業所への情報連絡、屋内退避や避難、被災者の生活に対する

支援などは、一般災害と共通する点が多いため、原子力災害は一般的な災害対策と連携して対応し

ていくことが重要です。 

 

 ２ 原子力災害時の防護措置について 

（１）原子力災害対策重点区域（原子力災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲） 

 

原子力災害時に影響が及ぶ可能性がある区域には、重点的に原子力災害特有の対策を講じておく

必要があるため、原子力災害対策重点区域を定めています。原子力災害対策指針（※）では、原子

力施設からの距離に応じて「PAZ」と「UPZ」という２種類の区域が定められています。 

※原子力災害対策指針：原子力規制委員会が定める指針。緊急事態における原子力施設周辺の住

民などに対する放射線の影響を最小限に抑えるための防護措置などが示されている。 
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〇予防的防護措置を準備する区域（PAZ：Precautionary Action Zone） 

＜該当市村＞ 

 

 

〇緊急時防護措置を準備する区域（UPZ：Urgent Protective action planning Zone） 

＜該当市町＞ 

 

 

 

 

※対象地区の詳細（大字（おおあざ）・学校区など）は、「原子力災害に備えた茨城県広域避

難計画（令和５年５月改定）」（茨城県原子力安全対策課ホームページ掲載）を確認してくださ

い。 

東海村（全域）、日立市（一部）、ひたちなか市（一部）、那珂市（一部） 

水戸市（全域）、茨城町（全域）、大洗町（全域） 

日立市（一部）、ひたちなか市（一部）、那珂市（一部）、常陸太田市（一部）、高萩市（一部）、

笠間市（一部）、常陸大宮市（一部）、鉾田市（一部）、城里町（一部）、大子町（一部） 
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（茨城県原子力安全対策課ホームページより引用） 
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（２）防護措置および緊急事態等の区分とは 

 

〇防護措置 

原子力災害発生時において、重篤な確定的影響を回避するとともに、確率的影響のリスクを合理

的に達成可能な限り低く保つことを目的とした措置である。 

 

＜防護措置の区分＞ 

 内容 

避難 

空間放射線量率（空気中を通過する放射線の量をある時間内に測定

したもの）等が高い又は高くなるおそれのある地点から速やかに離れ

るため緊急で実施するもの。 

一時移転 

日常生活を継続した場合の無用の被ばく（人体が放射線を浴びるこ

と）を低減するため、一定期間のうちに当該地域から離れるため実施

するもの。 

屋内退避 

放射性物質の吸入抑制や中性子線（粒子の一種）及びガンマ線（電

磁波の一種）を遮へいすることにより被ばくの低減を図るもの。一般

的に遮へい効果や建屋の気密性が比較的高いコンクリート建屋への

屋内退避が有効とされている。 

安定ヨウ素剤の予防服用 
体内に摂取された放射性ヨウ素（核分裂が起こる際に生じる物質）

が甲状腺に集積することによる内部被ばくを防ぐためのもの。 

スクリーニング及び除染 

放射性物質が皮膚、衣類等に付着することによる外部被ばくの低

減、呼吸及び経口摂取による内部被ばくの低減並びに汚染の拡大防止

を目的として実施するもの。 

スクリーニングの結果、基準値を超える放射性物質が検出された場

合は、除染を行うこととなる。 

飲食物の摂取制限 

放射性物質により直接汚染される野外で生育された食物等の放射

性核種濃度の測定を行い、一定以上の濃度が確認された場合に、該当

する飲食物の摂取を回避することで、経口摂取による内部被ばくの低

減を図るもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.bing.com/ck/a?!&&p=ef1771b2977ba9efJmltdHM9MTcwMTczNDQwMCZpZ3VpZD0zZDNiMTNlYS02N2IxLTZhMGMtMzQyNS0wMDgzNjZjYjZiMmUmaW5zaWQ9NTcxMw&ptn=3&ver=2&hsh=3&fclid=3d3b13ea-67b1-6a0c-3425-008366cb6b2e&psq=%e7%a9%ba%e9%96%93%e6%94%be%e5%b0%84%e7%b7%9a%e9%87%8f%e7%8e%87%e3%81%a8%e3%81%af&u=a1aHR0cHM6Ly9hdG9taWNhLmphZWEuZ28uanAvZGljL2RldGFpbC9kaWNfZGV0YWlsXzg1OC5odG1s&ntb=1
https://www.bing.com/ck/a?!&&p=ef1771b2977ba9efJmltdHM9MTcwMTczNDQwMCZpZ3VpZD0zZDNiMTNlYS02N2IxLTZhMGMtMzQyNS0wMDgzNjZjYjZiMmUmaW5zaWQ9NTcxMw&ptn=3&ver=2&hsh=3&fclid=3d3b13ea-67b1-6a0c-3425-008366cb6b2e&psq=%e7%a9%ba%e9%96%93%e6%94%be%e5%b0%84%e7%b7%9a%e9%87%8f%e7%8e%87%e3%81%a8%e3%81%af&u=a1aHR0cHM6Ly9hdG9taWNhLmphZWEuZ28uanAvZGljL2RldGFpbC9kaWNfZGV0YWlsXzg1OC5odG1s&ntb=1
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〇緊急事態等の区分 

緊急事態における対応は地域によって、いつ、どういった行動をとるかが変わります。事態の 

進展に応じ、国や自治体から、どの行動をとるべきか指示が出されています。 

緊急事態における防護措置実施の基本的考え方として、緊急事態を、準備段階、初期対応段階、

中期対応段階、復旧段階に区分される。 

その中で、初期対応段階における防護措置の判断基準として、 EAL（緊急時活動レベル）と OIL

（運用上の介入レベル）という考え方を用いて設定される。 

 

 

 

＜緊急事態対応の時間的区分＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 態 の 進 展 
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【初期対応段階：緊急事態区分に応じた防護措置のフロー】（イメージ） 

「原子力広報いばらき第５号（令和５年２月発行）PAZ･UPZ 版第５号」より 
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EAL(Emergency Action Level:緊急時活動レベル) 

 

原子力施設において異常事象が発生した際、緊急事態を判断する基準を言う。緊急事態は、施設の

情報、放射線量等に基づき「警戒事態」「施設敷地緊急事態」「全面緊急事態」の３つに区分され、

異常事象がどの緊急事態区分に合致するか判断するための基準を設けている。 

なお、発電用原子炉に関するEALは、原子力事業者自ら作成し(原子力事業者防災業務計画)、これ

により事業者の緊急時における迅速な判断が可能なものとなっている。 

 

判
断
基
準
（
事
例
） 

緊急事態区分 

警戒事態（AL） 施設敷地緊急事（SE） 全面緊急事態（GE） 

原子力事業所所在市町村

において震度６弱以上の地

震が発生した場合 

 

原子炉運転中に原子炉へ

の全ての給水機能が喪失 

 

 

原子炉停止中に原子炉容器

内の水位が水位低設定値ま

で低下 

原子炉冷却材が漏えいした場

合の原子炉への注水不能 

 

 

給水機能が喪失した場合の高

圧注水系の非常用炉心冷却装置

の不作動 

 

全ての交流電源喪失（30分以上継

続） 

原子炉の非常停止が必要

な場合において原子炉を停

止する全ての機能が喪失 

 

全ての非常用炉心冷却装

置による当該原子炉への注

水不能 

 

全ての非常用直流電源喪失

（５分以上継続） 

事
業
所
対
応
（
事
例
） 

施設内で事故などの異常

事象が発生する恐れがある

事象を基準 

  

 【PAZ】避難の準備を行

い、そのほかの住民は情報

収集を行う。 

 

【UPZ】情報収集を行う。 

 

住民に放射線の影響をもたら

す可能性がある事象を基準。 

   

  

 【PAZ】施設敷地緊急事態要避

難者は避難し、そのほかの住民

は避難の準備および安定ヨウ素

剤を服用する準備を行う。 

【UPZ】屋内退避の準備を行う。 

 

住民に放射線の影響をも

たらす可能性が高い事象を

基準。 

  

 【PAZ】国や地方公共団体

からの指示に従い、安定ヨ

ウ素剤を服用し避難しま

す。 

【UPZ】屋内退避を行うか、

避難の準備および安定ヨウ

素剤を服用する準備を行

う。 

※（AL）＝Alert （SE）＝Site area Emergency （GE）＝General Emergency 

※施設敷地緊急事態要避難者：高齢者や障害者、乳幼児など、特に配慮を要する「要配慮者」のう

ち、早めの防護措置の実施が必要な以下のような住民を「施設敷地緊急事態要避難者」と設定し、

一般住民より一段階早く避難を行います。（例：避難に通常以上の時間を要する要配慮者） 

https://www.jaero.or.jp/sogo/detail/cat-05-04.html?id=cont_03_01
https://www.jaero.or.jp/sogo/detail/cat-05-04.html?id=cont_03_01
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＜PAZ の避難の枠組み＞ 

PAZ 内の社会福祉施設入居者は、「施設敷地緊急事態要避難者」として、一般の方より一段階早く「施

設敷地緊急事態」で避難することとなっています。 

ただし、早期避難が困難な方や避難に福祉車両が必要な方は、PAZ を中心に整備している放射線防護

施設で一時屋内退避することとなります。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜UPZ の避難の枠組み＞ 

UPZ 内の社会福祉施設入居者は、一般の方と同様「全面緊急事態」で屋内退避となります。ただし、

放射性物質が放出され、一定の空間放射線率を超えた区域では、避難（一時移転）を行うこととなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【原子力広報いばらき PAZ・UPZ 版 第４号より引用】   
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OIL(Operational Intervention Level:運用上の介入レベル) 

 

放射性物質が環境中に放出された後の防護措置は、緊急時モニタリングによる空間放射線量率

等の測定結果を OIL（運用上の介入レベル）の基準に照らし、下記の基準により「避難」、「屋内退

避」「一時移転」等の措置を講じるものとされています。  

避難や一時移転は、大字（おおあざ）や学校区などの地域的まとまり（避難単位）ごとに判断さ

れます。（区域の特定） 

原子力事故等の発生時には、国等が発令する緊急事態区分に応じて避難準備を開始するととも

に、市町村からの指示に基づいて避難を実施してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準種類 空間放射線量率等 必要な防護措置 

OIL１ 

500μSv/h 

（地上１ｍで計測した場合の空間

放射線量率） 

数時間内を目途に区域を特定し、避難等を

実施(移動が困難な者の一時屋内退避を含

む。） 

OIL2 

20μSv/h 

（地上１ｍで計測した場合の空間

放射線量率） 

１日内を目途に区域を特定し、地域生産物

の摂取を制限するとともに、１週間程度内

に一時移転を実施。 

OIL4 

β線：40、000cpm 

（皮膚から数㎝での検出器 

 の計数率） 

避難基準に基づいて、避難した避難者等を

避難退域時検査を実施して、基準を超える

際には迅速に除染 



- 12 - 

 

 

防護対策の考え方（EAL と OIL） 

 

〇放射性物質の異常な量の放出前の防護措置 

原子力発電所の事故によって異常な量の放射性物質が放出される前に、原子力発電所の状況に応じ

て区分した緊急時活動レベル（EAL）に沿って、予防的に防護措置の準備および実施を行う。 

また、原子力発電所からの距離に応じて区分された原子力災害対策重点区域ごとに予防的防護措置

が定められている。 

原子力発電所から近い PAZ の住民は、異常な量の放射性物質が放出される前に避難を行う。円滑に

避難を行うため、PAZ と UPZ の地域ごとで段階的に避難を行うこととする。 

 

〇放射性物質の異常な量の放出後の防護措置 

緊急事態のうち「全面緊急事態（EAL（GE））」に至り、異常な量の放射性物質が放出された場合に

は、緊急時モニタリングの結果などによって、適切な防護措置を実施する。 

UPZ の住民が行う防護措置を実施する判断基準として、空間放射線量率や環境中の放射性物質の濃

度などで表される「運用上の介入レベル」（OIL）が設定されている。 

これらの基準値は、緊急事態当初に用いられ、地上に沈着した放射性物質の種類が明確になった時

点で必要に応じて改定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事態の進展 

放射性物質放出後 放射性物質放出前 

放射性物質の放出 

空間放射線量率に基づく判断  
(被ばく防護レベル：OIL） 
対象区域：UPZ・UPZ 外（30 ㎞～） 
※PAZ 区域は放射性物質放出前に避難する。  
＜防護措置＞ 
 (確率的影響のリスクの低減)  

避難、一時移転、飲食物摂取制限 

原子力設備の状況に基づく判断  
(緊急時活動レベル：EAL ) 
対象区域：PAZ・UPZ 
  
＜防護措置＞ 
(確定的影響の防止あるいは最小化)  

避難、安定ヨウ素剤の予防服用 

EAL(AL) EAL(SE) EAL(GE) 
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３ 原子力災害時の事業所における対応 

 

＜共同生活援助（障害者グループホーム）の場合＞ 

（１）事前準備 

・原子力施設で事故が起こった場合、市町村などからの緊急速報メールや防災行政無線などの

広報手段により必要な情報が伝達されます。 

・事業所内の役割分担、緊急連絡体制及び情報収集・共有体制の整備、利用者情報の整理、利

用者家族等への連絡体制を定め、職員間で共有してください。 

   ・避難先、避難経路、避難手段、避難方法等を検討してください。 

・屋内退避や避難等の場合に必要な備蓄品、資材を確認し、リストを作成してください。 

・原子力災害に備えた避難訓練を実施してください。 

                  

（２）事故発生時 

    ・事故の状況と今後の予測、国や自治体災害対策本部が講じている対策について、正確かつ最

新の情報収集に努め、収集した情報を職員全員で共有してください。 

・利用者及び利用者の家族等に事業所の状況を連絡してください。 

・避難に備え、避難の実施により健康リスクが高まる利用者の特定、避難手段及び人員等の確

認等を行ってください。 

 

（３）屋内退避時 

     ・市町村から屋内退避の指示が出た時には、事業所のドアや窓、換気扇など外の空気の出入口

を閉めてください。 

・引き続き、情報収集、利用者や利用者の家族等への連絡、避難準備を行ってください。 

 

(４）避難時 

・市町村から避難の指示が出た時には、県及び市町村等と連携しつつ、避難計画で定めた避難

先へ、準備が整い次第避難を開始してください。 

   

    ※各段階における具体的な行動については、各事業所の避難計画に定めることとなります。 
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Ⅲ 避難計画の作成について 

 

＜共同生活援助（障害者グループホーム）の場合＞ 

１ 計画の構成等について 

原子力災害対策重点区域内の施設においては、次の項目を参考にしつつ、各事業所の実情に応じ

た避難計画を作成してください。 

   

  【避難計画のベースとなるもの】 

   市町村が作成している「広域避難計画」の内容を確認してください。 

    ⇒記載している避難先※など 

    ※利用者の状況や特性等もふまえた対応についてケースバイケースで考慮する場合もあり得

ると思料 

 

  【避難計画の項目（主なもの）】 

○ 避難計画の目的 

○ 関係者（事業所管理者、職員、利用者等）の役割 

○ 原子力災害事前対策 

・緊急連絡体制および利用者情報の整理 

・原子力防災教育・訓練の実施 

・生活物資・利用者等の移送に必要な資機材の確保 

・避難場所、避難経路、避難手段および避難方法 

○ 緊急事態応急対策 

・緊急事態の組織体制と任務 

・屋内退避、避難準備および避難 

○ 避難中の対策 

○ その他 

・避難場所における利用者のケア等 

・利用者家族等への連絡体制 

   ※必要に応じて上記以外の内容を避難計画の項目に追記すること 

 

【避難計画ひな形】  

別紙のとおり（様式１） 


